
事業事前評価表（開発調査）

担当グループ：経済開発部第二グループ

1．案件名

カンボジア 水力開発マスタープラン調査

2．協力概要

（1）事業の目的

カンボジア国全土の水力発電開発ポテンシャルサイトの優先順位付けを技術・経済／財務・環境・資
金面より行うことにより、次のステップであるフィージビリティ調査（F/S）に繋がる地点を特定す
るとともに、今後の水力発電開発における提言を盛り込んだマスタープランを作成することを目的と
する。

（2）調査期間

2007年5月～2008年11月

（3）総調査費用

約1.4億円

（4）協力相手先機関

鉱工業エネルギー省（Ministry of Industry, Mines and Energy/MIME）

（5）計画の対象（対象分野、対象規模等）

1）対象分野：電力

2）対象地域：カンボジア国全土

3．協力の必要性・位置付け

（1）現状及び問題点

カンボジア国（以下「カ」国）では、復興に伴う経済発展により近年電力需要量が急増しているが、
電力供給体制の不備から、電力供給能力の不足、高額な電気料金や電力供給信頼度の低さ等が課題と
なっている。2005年末の総発電設備出力約300MWの約9割は輸入燃料によるディーゼル発電によっ
て賄われており、また、全国電化率は東南アジアの中で最低水準に留まっている。

エネルギー安全保障及び国内資源の有効活用の観点から、「カ」国政府は水力開発の推進を電力政策
として掲げているが、現在運用されている水力発電所は中小水力発電所の2箇所（計13MW）と、マ
イクロ水力発電所の8箇所のみである。過去においては主に机上調査による包蔵水力調査が実施さ
れ、一部計画地点にて民間会社等により個別に詳しい計画検討が行われているが、一般に調査精度は
低い。従って「カ」国内における水力開発の全体計画（マスタープラン）の体裁とはなっておらず、
水力発電の計画的な開発は行われていない。

（2）相手国政府国家政策上の位置づけ

「カ」国政府は、水力発電開発について、以下の4つの観点からなる基本方針を掲げ、長期的なエネ
ルギー開発においてその重要性を挙げている。

1）社会開発基盤の整備

2）エネルギー源の多様化・エネルギー安全保障



3）国内の持続的エネルギー源開発

4）地球環境への配慮

（3）他国機関の関連事業との整合性

1）世界銀行（WB）は「Power Development Master Plan＆Institutional Strengthening/Greater
Mekong Sub-region Project（Preparation）調査」を終了した（最終報告書2006年12月）。本調査
の内容は、1）電力需要予測2）既存水力発電調査のレビュー及び有望地点の特定3）有望水力計画地
点調査のアップグレード4）Power System/Transmission Expansion Planning （2005－2024）の
策定5）技術移転より成っているが、水力発電計画調査については基本的に既存計画調査内容を踏襲
したものであり、実質的な計画見直しは実施されていない。

2）タイ電力公社（EGAT）は「Electricity Network Master Plan調査」を実施中である（2007年2月
末最終報告書取り纏め予定）。本調査の内容は、1）電力需要予測2）Power System/Transmission
Expansion Planning （2005－2024）の策定3）技術移転より成っているが、主たる目的は技術移転
であり、水力発電計画調査については一切、実施されていない。

今回JICAが行う水力開発マスタープラン調査は、今後の開発が有望視される水力開発地点について、
最新の基礎資料（水文気象データ、地形図）を用いた計画見直し、現地踏査等に基づく社会環境調査
の確認を通じて、F/Sに繋がる有望地点を特定すると共に、「カ」国における現段階での長期電源開
発計画／送電開発計画が織り込まれた「Cambodia Energy Sector Strategy」に対して、特定された
水力開発計画と一貫性を図られるよう提言を行うもので、上記WBとEGATの調査結果を踏まえた水力
開発の全体計画を策定することとなる。

（4）我が国援助政策との関連、JICA国別事業実施計画上の位置づけ

国別援助計画では、我が国のカンボジアに対する重点分野・課題別援助方針において「持続的な経済
成長と安定した社会の実現」の「社会・経済インフラ整備推進と経済振興のための環境整備」に関連
し、かつJICA国別事業実施計画の重点分野「経済・産業振興」内の「発電・送電・配電システム改善
プログラム」に該当する。

4．協力の枠組み

（1）調査項目

1）予備調査

関連基礎資料の収集（水文気象データ、地形／地質図、自然・社会環境関連情報、既往報告書）
既存水力発電計画／電源開発計画／送電線計画の確認
自然・社会環境の机上調査
既存水力発電計画内容のレビュー（有望地点第一次絞込み）

2）有望水力計画地点の特定

第一次絞込結果地点の現地踏査及び自然社会環境調査
絞込地点計画内容のアップグレード（1/10,000縮尺地形図化、発電計画精査）
第一次絞込結果地点のランキング表作成（有望地点第二次絞込み）

3）マスタープラン作成

有望地点水力開発計画作成／GISデータベース作成
水力開発計画の長期電源開発計画への取込みによる水力開発マスタープラン策定
水力開発のための条件整備に対する提言

（2）アウトプット（成果）

1）有望水力計画開発地点の特定と開発に係る課題の抽出及びその対策



2）長期電源計画／送電線計画と整合する水力開発マスタープランの策定

3）水力開発計画に係るC/P機関への技術移転・人材育成

（3）インプット（投入）：以下の投入による調査の実施

（a）コンサルタント（分野／人数）

総括／電源開発計画：1人
電力土木：2人
地質：1人
送電計画／電気設備：1人
経済・財務分析：1人
水文・気象解析：1人
環境社会配慮／GIS：1人

計8名

（b）その他

研修員受入：3名程度

5．協力終了後に達成が期待される目標

（1）提案計画の活用目標

策定したマスタープランが「Cambodian Energy Sector Strategy」へ統合される。または本調査結
果を元に今後F/Sが実施され、当該国の電源の多様化とエネルギー安全保障の確保に重要な役割を果
たす。

（2）活用による達成目標

当該国の水力開発計画が策定され、「Cambodian Energy Sector Strategy」にも反映される。

6．外部要因

（1）協力相手国内の事情

エネルギー政策や戦略の変更がないこと。
治安が急激に悪化すること。

（2）関連プロジェクトの遅れ

特になし。

7．貧困・ジェンダー・環境等への配慮（注）

JICA環境社会配慮ガイドラインによる本調査のカテゴリは「B」であり、必要な情報公開を行うと共
に、戦略的環境アセスメントの実施など、計画段階からの適切な配慮を行う。

8．過去の類似案件からの教訓の活用（注）

「カンボジア国再生可能エネルギー利用地方電化マスタープラン調査」においては、マスタープラン
策定及びプレフィージビリティ調査を、カウンターパート（C/P）と共同で実施することにより、C/P
の技術力を向上させながら実施している。本調査においても、C/Pのそれぞれの担当内容に応じた技
術移転を行いつつ計画を策定することに留意する。

9．今後の評価計画



（1）事後評価に用いる指標

（a）活用の進捗度

策定されたマスタープランに基づき、水力発電開発のカンボジア電力開発における位置付けが明確化
され、また、計画の実施に向けた課題や対策が明らかにされることで今後の開発の促進・事業化が行
われているか。

（b）活用による達成目標の指標

水力発電による発生電力量の増加

（2）上記（a）および（b）を評価する方法および時期

フォローアップ調査によるモニタリング（2009年度以降毎年）。

（注）調査にあたっての配慮事項


